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１．2024年７月期の業績（2023年８月１日～2024年７月31日）

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年７月期 3,172 1.3 642 2.6 691 5.4 458 3.5
2023年７月期 3,131 0.0 625 △11.3 655 △10.4 442 △15.9

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2024年７月期 69.09 ― 8.5 10.7 20.2
2023年７月期 66.72 ― 8.4 10.4 20.0

(参考) 持分法投資損益 2024年７月期 14百万円 2023年７月期 8百万円

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年７月期 6,556 5,426 82.8 818.31
2023年７月期 6,366 5,345 84.0 806.14

(参考) 自己資本 2024年７月期 5,426百万円 2023年７月期 5,345百万円

（３）キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2024年７月期 625 △267 △285 2,647
2023年７月期 632 △470 △278 2,575

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2023年７月期 ― 21.00 ― 21.50 42.50 281 63.7 5.4
2024年７月期 ― 21.50 ― 21.50 43.00 285 62.2 5.3
2025年７月期(予想) ― 21.50 ― 22.00 43.50 82.4

３．2025年７月期の業績予想（2024年８月１日～2025年７月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 1,605 1.5 265 △12.3 275 △17.4 190 △14.8 28.65
通 期 3,240 2.1 490 △23.7 510 △26.2 350 △23.6 52.78



※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2024年７月期 6,632,800株 2023年７月期 6,632,800株

② 期末自己株式数 2024年７月期 2,009株 2023年７月期 1,916株

③ 期中平均株式数 2024年７月期 6,630,820株 2023年７月期 6,630,884株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意)

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、〔添付資料〕４ページ「１．経営成績等の概況(４)今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当事業年度における日本経済は、緩やかな回復基調で推移しており、企業収益の改善や個人金融資産の増加が見ら

れました。一方で、円安の影響などによる資源価格の高騰や物価高の進行、地政学リスクの高まりなどの懸念もあり、

依然として不透明な状況が続いております。

当社事業が中心的に関わる一般消費財流通業界においては、外出機会の増加やインバウンド需要の回復を受け、化

粧品、スキンケア、洗濯用洗剤などの売れ行きに好調さがみられました。また、ペット関連商品の売れ行きも堅調に

推移しました。その一方で、節約志向の高まりによる買い控えも継続して見られ、全体としては厳しい状況が続きま

した。

このような状況のもと、当社は「プラネットビジョン２０２５」に基づき、中立的な立場で「企業間取引における

業務効率の追求」「企業間におけるコミュニケーションの活性化」「流通における情報活用の推進」「社会に役立つ

情報の収集と発信」を行うことで業界と社会に貢献すべく各施策への取り組みを継続しました。

事業別の活動状況は次のとおりです。

●ＥＤＩ事業

日用品・化粧品、ペットフード・ペット用品、ＯＴＣ医薬品（一般用医薬品）に加え、健康食品や園芸などの隣

接した各業界に向けた「基幹ＥＤＩ※1」サービスの拡販活動の継続や「販売レポートサービス※2」の受注拡大に向け

て営業活動に注力した結果、利用企業数、データ件数ともに増加しました。

当社が持続可能な物流環境の実現を目指して力を入れている「ロジスティクスＥＤＩ※3」では、日用品・化粧品業

界の大手企業に出荷予定データ※4（以下、ＡＳＮデータ）の活用が徐々に浸透し始めています。さらに、2024年６月

より新機能「ＬＯＧＩＴＥＲＡＳ（以下、ロジテラス）」の実働を開始しました。「ロジテラス」では現在、メー

カーから卸売業に送信するＡＳＮデータに物流現場の情報を付加する機能をご利用いただいています。ゆくゆくは、

サプライチェーンを担うメーカー、卸売業、そして物流事業者が物流業務の進捗にあわせてＡＳＮデータを更新し、

物流の進捗状況を可視化することを目指しております。商品の輸配送にかかわる様々な事業者と「ロジテラス」を

介して必要なデータを連携できるようにすることで、さらなる効率的な輸配送を実現し、「ロジスティクスＥＤ

Ｉ」の推進にも役立つと考えます。

また、流通サプライチェーン全体の可視化、効率化につながるサービスとして株式会社ＴｒｕｅＤａｔａの協力

を得て開発した「ＰＯＳデータクレンジングサービス※5」は引き続き、説明会や勉強会の開催、トライアル利用を推

進するなど、ユーザー獲得に向けた活動に注力しました。

※1 基幹ＥＤＩ：メーカー・卸売業間の発注から請求・支払、販売実績管理までの20種の伝票をデータで交換すること

※2 販売レポートサービス：卸売業の販売実績をメーカーに通知する「販売データ」を集計・加工して提供するサービス

※3 ロジスティクスＥＤＩ：物流に関する各種データをメーカー・卸売業間で交換すること

※4 卸売業からの発注に基づき、メーカーの出荷予定情報や出荷確定情報を卸売業に通知するデータ

※5 ＰＯＳデータクレンジングサービス：消費財メーカー向けの購買データクレンジング代行サービス

●データベース事業

各データベースサービスの付加価値向上のための取り組みを継続しました。

流通業界のメーカーが登録した商品情報をインターネットから提供するサービス「商品データベース」において、

利便性の向上や機能拡張を目的としたリニューアルを2024年３月に実施しました。

これら２つの事業への取り組みの結果、当事業年度の売上高は、主に「基幹ＥＤＩ」と「販売レポートサービ

ス」の売上増加に支えられ、3,172百万円（前期比1.3％増）となりました。売上原価は、Ｗｅｂサービス基盤に関

する費用などの増加により1,152百万円（前期比5.3％増）と増加したものの、販売費及び一般管理費が減少した結

果、営業利益は642百万円（前期比2.6％増）となりました。その結果、経常利益は691百万円（前期比5.4％増）と

なり、当期純利益は458百万円（前期比3.5％増）となりました。
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（事業別売上高）

事業別

前事業年度
(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

前期比

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 増減額(千円) 増減率(％)

ＥＤＩ事業 2,887,702 92.2 2,937,512 92.6 49,811 1.7

データベース事業 244,142 7.8 235,038 7.4 -9,104 -3.7

合計 3,131,844 100.0 3,172,551 100.0 40,707 1.3

(注) １．記載金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております（以下同様）。

２．記載比率については、表示単位未満を四捨五入して表示しております（以下同様）。

（２）当期の財政状態の概況

（資産の部）

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べ189百万円（3.0％）増加し、6,556百万円となりました。

流動資産は、91百万円（2.9％）増加し、3,219百万円となりました。これは現金及び預金が増加したことなどに

よるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べ98百万円（3.0％）増加し、3,336百万円となりました。これは主にソフトウエ

アが増加したなどによるものであります。

（負債の部）

当事業年度末における負債合計は、前事業年度末に比べ108百万円（10.7％）増加し、1,130百万円となりまし

た。

流動負債は、134百万円（30.3％）増加し、578百万円となりました。これは主に未払金が増加したことなどによ

るものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べて25百万円（4.4％）減少し、551百万円となりました。これは主に役員退職慰

労引当金が減少したことなどによるものであります。

（純資産の部）

当事業年度末における純資産は、前事業年度末に比べ80百万円（1.5％）増加し、5,426百万円となりました。こ

れは利益剰余金などが増加したことなどによるものです。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、前事業年度末に比べ72百万円

増加し、2,647百万円となりました。

当事業年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度末における営業活動により得た資金は、625百万円となりました。これは主に、税引前当期純利益

（691百万円）及び減価償却費（211百万円）の計上があった一方で、法人税等の支払額（221百万円）があったこと

などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度末において投資活動により使用した資金は、267百万円となりました。これは、ソフトウエアの取得に

よる支出（304百万円）があったことなどによるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度末において財務活動により使用した資金は、285百万円となりました。これは、配当金の支払額があっ

たことによるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

2020年
７月期

2021年
７月期

2022年
７月期

2023年
７月期

2024年
７月期

自己資本比率(％) 83.2 83.0 82.3 84.0 82.8

時価ベースの自己資本比率(％) 173.7 173.2 128.7 133.8 134.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ― ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ ― ― ― ―

自己資本比率 ：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い

(注) １．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

２．キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、有利子負債

及び利払いが発生しておりません。

（４）今後の見通し

2025年７月期の見通しにつきましては、インバウンド需要の拡大や、所得の増加による個人消費の持ち直しが期待

される一方で、資源・エネルギー価格の高騰や人手不足による物流費高騰などが懸念され、先行きについては不透明

な状況が続くものと考えられます。当社事業が中心的に関わる一般消費財流通業界においては、コロナ禍を経て、生

活者の意識、価値観、働き方、購買行動などが大きく変化しており、引き続き変化の激しい環境が続くものと考えら

れます。

このような事業環境において、日用品・化粧品、ペットフード・ペット用品及びＯＴＣ医薬品、さらには健康食品

や園芸などの各業界へ当社の主たる事業であるＥＤＩの拡販活動に注力してまいります。加えて「販売レポートサー

ビス」によるメーカーの販売データ活用支援や、「ＭＩＴＥＯＳ」による卸売業のオンライン比率の向上支援に引き

続き取り組み、中長期的に着実な成長を目指してまいります。

そしてこれらの活動とともに、「ロジスティクスＥＤＩ」ではより一層の利用企業の拡大、接続本数の増加を目指

してまいります。また「ＰＯＳデータクレンジングサービス」では、ＰＯＳデータの活用方法を多くの企業に知って

いただくための説明会の開催を予定するなど、利用企業の拡大を図ってまいります。さらに、新規サービスの創出に

ついては、組織内の人的流動性を活かして注力してまいります。

2025年７月期通期の業績につきましては、上記の活動に注力することにより、売上は増収を計画しております。一

方、新規サービスの創出ならびに事業を推進させるために必要な投資や活動費の増加を見込んでいるため、営業利益

は減益を計画しております。その結果、売上高3,240百万円（前期比2.1%増）、営業利益490百万円（前期比23.7%

減）、経常利益510百万円（前期比26.2%減）、当期純利益350百万円（前期比23.6%減）を見込んでおります。

なお、上記の業績予想につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は連結財務諸表を作成していないため、国際会計基準に基づく財務諸表を作成するための体制整備の負担等を

考慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2023年７月31日)

当事業年度
(2024年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,605,250 2,677,903

売掛金 ※１ 499,662 ※１ 517,889

前払費用 8,680 10,137

その他 14,695 13,699

貸倒引当金 △100 △100

流動資産合計 3,128,188 3,219,530

固定資産

有形固定資産

建物 43,226 43,226

減価償却累計額 △38,096 △39,128

建物（純額） 5,130 4,098

工具、器具及び備品 29,277 29,142

減価償却累計額 △22,340 △21,773

工具、器具及び備品（純額） 6,936 7,368

有形固定資産合計 12,066 11,467

無形固定資産

ソフトウエア 577,745 962,717

ソフトウエア仮勘定 139,360 4,600

電話加入権 1,383 1,383

無形固定資産合計 718,488 968,700

投資その他の資産

投資有価証券 1,163,787 1,099,584

関係会社株式 1,044,902 975,738

敷金及び保証金 55,844 58,220

保険積立金 209,547 189,705

その他 34,114 33,423

貸倒引当金 △15 △25

投資その他の資産合計 2,508,179 2,356,646

固定資産合計 3,238,734 3,336,815

資産合計 6,366,923 6,556,346
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年７月31日)

当事業年度
(2024年７月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※１ 157,641 ※１ 162,517

未払金 ※１ 58,556 ※１ 229,255

未払費用 24,413 24,536

未払法人税等 114,733 79,022

未払消費税等 14,362 13,288

賞与引当金 26,832 27,186

役員賞与引当金 37,000 32,000

その他 10,605 10,710

流動負債合計 444,145 578,517

固定負債

繰延税金負債 34,470 40,574

退職給付引当金 276,040 305,305

役員退職慰労引当金 255,975 194,875

資産除去債務 10,857 11,042

固定負債合計 577,342 551,796

負債合計 1,021,487 1,130,314

純資産の部

株主資本

資本金 436,100 436,100

資本剰余金

資本準備金 127,240 127,240

資本剰余金合計 127,240 127,240

利益剰余金

利益準備金 18,700 18,700

その他利益剰余金

別途積立金 1,030,000 1,070,000

繰越利益剰余金 3,126,820 3,259,791

利益剰余金合計 4,175,520 4,348,491

自己株式 △1,793 △1,908

株主資本合計 4,737,066 4,909,923

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 608,369 516,108

評価・換算差額等合計 608,369 516,108

純資産合計 5,345,435 5,426,031

負債純資産合計 6,366,923 6,556,346
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

売上高

ＥＤＩ事業売上高 2,887,702 2,937,512

データベース事業売上高 244,142 235,038

売上高合計 ※１ 3,131,844 ※１ 3,172,551

売上原価

ＥＤＩ事業売上原価 928,750 961,691

データベース事業売上原価 166,425 191,148

売上原価合計 ※１ 1,095,176 ※１ 1,152,839

売上総利益 2,036,668 2,019,711

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 442,676 451,704

賞与引当金繰入額 26,832 27,186

退職給付費用 31,831 33,032

役員報酬 201,018 185,118

役員賞与引当金繰入額 37,000 28,300

役員退職慰労引当金繰入額 27,050 24,900

法定福利費 76,622 76,019

事務委託費 20,446 13,009

不動産賃借料 70,675 71,277

賃借料 8,161 7,930

通信費 12,192 9,998

旅費及び交通費 16,503 13,128

広告宣伝費 50,647 42,307

減価償却費 22,052 14,284

貸倒引当金繰入額 15 9

業務委託費 97,478 95,198

その他 269,737 284,007

販売費及び一般管理費合計 ※２ 1,410,944 ※２ 1,377,413

営業利益 625,723 642,297

営業外収益

受取利息 26 26

受取配当金 ※１ 13,195 ※１ 10,383

有価証券利息 12,716 12,852

保険解約益 － 20,101

雑収入 4,040 5,370

営業外収益合計 29,978 48,734
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(単位：千円)
前事業年度

(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

経常利益 655,702 691,031

税引前当期純利益 655,702 691,031

法人税、住民税及び事業税 227,828 186,145

法人税等調整額 △14,549 46,784

法人税等合計 213,278 232,930

当期純利益 442,423 458,101
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製造原価明細書

【売上原価明細書】

(1) ＥＤＩ事業売上原価明細書

前事業年度
(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 経費

１ 通信費 199,243 195,936

２ 運用・保守料 570,589 617,334

３ 減価償却費 133,823 122,601

４ その他 25,094 25,819

ＥＤＩ事業売上原価 928,750 100.0 961,691 100.0

(2) データベース事業売上原価明細書

前事業年度
(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 人件費

業務委託料 20,930 12.6 17,942 9.4

Ⅱ 経費

１ 運用・保守料 65,299 72,866

２ 画像撮影料 1,288 1,122

３ 減価償却費 55,959 74,612

４ 外注費 14,650 9,760

５ その他 8,298 87.4 14,845 90.6

データベース事業売上原価 166,425 100.0 191,148 100.0
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 2022年８月１日 至 2023年７月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 436,100 127,240 127,240 18,700 990,000 3,002,893 4,011,593

当期変動額

剰余金の配当 △278,497 △278,497

別途積立金の積立 40,000 △40,000 ―

当期純利益 442,423 442,423

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 40,000 123,926 163,926

当期末残高 436,100 127,240 127,240 18,700 1,030,000 3,126,820 4,175,520

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,793 4,573,139 588,128 588,128 5,161,268

当期変動額

剰余金の配当 △278,497 △278,497

別途積立金の積立

当期純利益 442,423 442,423

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
20,241 20,241 20,241

当期変動額合計 ― 163,926 20,241 20,241 184,167

当期末残高 △1,793 4,737,066 608,369 608,369 5,345,435
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当事業年度(自 2023年８月１日 至 2024年７月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 436,100 127,240 127,240 18,700 1,030,000 3,126,820 4,175,520

当期変動額

剰余金の配当 △285,129 △285,129

別途積立金の積立 40,000 △40,000 ―

当期純利益 458,101 458,101

自己株式の取得

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 40,000 132,971 172,971

当期末残高 436,100 127,240 127,240 18,700 1,070,000 3,259,791 4,348,491

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,793 4,737,066 608,369 608,369 5,345,435

当期変動額

剰余金の配当 △285,129 △285,129

別途積立金の積立

当期純利益 458,101 458,101

自己株式の取得 △114 △114 △114

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△92,261 △92,261 △92,261

当期変動額合計 △114 172,857 △92,261 △92,261 80,595

当期末残高 △1,908 4,909,923 516,108 516,108 5,426,031
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 655,702 691,031

減価償却費 209,023 211,313

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15 9

受取利息及び受取配当金 △13,221 △10,410

売上債権の増減額（△は増加） 7,414 △18,227

仕入債務の増減額（△は減少） △153 4,876

賞与引当金の増減額（△は減少） 702 354

役員賞与引当金の増減額（△は減少） ― △5,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 23,672 29,265

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12,675 △61,100

未払金の増減額（△は減少） △30,894 15,922

未払消費税等の増減額（△は減少） 189 △1,073

その他 △17,764 △33,840

小計 847,361 823,121

利息及び配当金の受取額 26,293 23,620

法人税等の支払額 △241,436 △221,254

営業活動によるキャッシュ・フロー 632,219 625,487

投資活動によるキャッシュ・フロー

ソフトウエアの取得による支出 △421,463 △304,235

有形固定資産の取得による支出 △2,004 △1,915

関係会社株式の取得による支出 △30,000 ―

差入保証金の差入による支出 ― △2,376

保険解約による収入 ― 57,451

その他 △16,968 △16,654

投資活動によるキャッシュ・フロー △470,435 △267,729

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △278,492 △284,990

自己株式の取得による支出 ― △114

財務活動によるキャッシュ・フロー △278,492 △285,104

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △116,708 72,653

現金及び現金同等物の期首残高 2,691,958 2,575,250

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,575,250 ※１ 2,647,903
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

…時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております。）

なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することができない複合金融商品については、複合金融商品全

体を時価評価し、評価差額を当事業年度の損益に計上しております。

また、社債のうち、「取得原価」と「債券金額」との差額の性格が金利の調整と認められるものについては、

償却原価法により原価を算定しております。

市場価格のない株式等

…移動平均法による原価法によっております。

関連会社株式

…移動平均法による原価法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ８年～18年

器具及び備品 ５年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており

ます。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を適用しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出に備えるため、規程に基づく当期末要支給額を計上しております。



(株)プラネット(2391) 2024年７月期決算短信〔日本基準〕(非連結)

14

４ 収益及び費用の計上基準

当社は顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引金額を算定する

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ５：履行義務を充足した時、又は充足するにつれて収益を認識する

当社は主に、メーカー、卸売業、資材サプライヤーとの商取引の基幹となる受発注、出荷、請求、支払などの

ＥＤＩ（データ交換）サービスを提供しております。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益

を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期限が到来し、契約に重要な金融的な要素は含

まれておりません。

（1）月次基本料等

サービス及びネットワークを維持するための毎月の分担金で契約期間を履行義務の充足期間として、履行義務を

充足するにつれて一定期間に渡り収益を認識しております。

（2）通信処理料等

通信処理数に応じた従量課金制でありサービスの提供時点及びサービス提供期間の従量に応じて、それぞれ収益

を認識しております。

５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する主な資産・負債

前事業年度
(2023年７月31日)

当事業年度
(2024年７月31日)

売掛金 36,216千円 35,950千円

買掛金 148,335千円 153,880千円

未払金 34,952千円 206,899千円

(損益計算書関係)

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

売上高 198,404千円 195,646千円

売上原価 804,224千円 857,367千円

受取配当金 13,195千円 10,383千円

※２ 研究開発費の総額

前事業年度
(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

販売費及び一般管理費
に含まれる研究開発費

66,601千円 78,818千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自 2022年８月１日 至 2023年７月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 6,632,800 ― ― 6,632,800

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,916 ― ― 1,916

３ 配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

基準日 効力発生日

2022年10月25日
定時株主総会

普通株式 139,248 21 2022年７月31日 2022年10月26日

2023年２月21日
取締役会

普通株式 139,248 21 2023年１月31日 2023年４月４日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

基準日 効力発生日

2023年10月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 142,564 21.5 2023年７月31日 2023年10月25日
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当事業年度（自 2023年８月１日 至 2024年７月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 6,632,800 ― ― 6,632,800

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,916 93
―

2,009

（変動事由の概要）

増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

３ 配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

基準日 効力発生日

2023年10月24日
定時株主総会

普通株式 142,564 21.5 2023年７月31日 2023年10月25日

2024年２月22日
取締役会

普通株式 142,562 21.5 2024年１月31日 2024年４月２日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

基準日 効力発生日

2024年10月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 142,562 21.5 2024年７月31日 2024年10月25日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前事業年度
(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

現金及び預金勘定 2,605,250千円 2,677,903千円

預入期間３か月超の定期預金 △30,000千円 △30,000千円

現金及び現金同等物 2,575,250千円 2,647,903千円
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(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については、大半を短期的な預金で運用しており、投機的な取引は行わない方針であります。な

お、一部の余剰資金を高い利回りで運用することを目的として債券及び、デリバティブを組み込んだ複合金融商品へ

の投資を行っております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券並びに関係会社株式

は業務上の関係を有する会社の株式、その他有価証券の債券、デリバティブを組み込んだ複合金融商品であり、市場

価格の変動、為替変動等によるリスクを有しておりますが、時価評価及びポジション等の内容は定期的に執行役員会

に報告されております。営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。未

払法人税等は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、経理規程等に従い、定期的に取引先ごとに期日及び残高の管理を行うことにより、回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

また、投資有価証券の取引につきましては、信用度の高い金融機関等と行っており、取引の相手方の契約不履行

により生じる信用リスクは極めて少ないと認識しております。

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券及び関係会社株式については、定期的に時価や発行企業の財務状況等を把握すると共に、取引先企

業との関係を勘案して保有状況等も見直しております。

デリバティブ取引については、資産運用の安全確保を目的に運用担当者と管理部門を明確に分離しており、管理

部門が取引の確認、ポジション管理等を行い、内部牽制が機能するように留意しております。なお、時価評価を含

むポジション等の状況は、定期的に執行役員会にて報告されております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の確保等により流動性リスクを管

理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

前事業年度(2023年７月31日)

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1)投資有価証券 1,163,787 1,163,787 ―

(2)関係会社株式 916,502 1,267,853 351,351

資産計 2,080,289 2,431,640 351,351

(*１)「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*２) 市場価格のない株式等は、(1)投資有価証券、(2)関係会社株式には含まれておりません。当該金融商品の

貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

区分 2023年７月31日

非上場株式 128,400

（注）１.金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

投資有価証券

その他有価証券のうち満期
のあるもの
債券（社債） ― 50,000 250,000 600,000

合計 ― 50,000 250,000 600,000

(*１)「現金及び預金」、「売掛金」は、主に１年以内に償還される予定のため、記載を省略しております。

当事業年度(2024年７月31日)

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1)投資有価証券 1,099,584 1,099,584 ―

(2)関係会社株式 847,338 1,130,481 283,143

資産計 1,946,922 2,230,065 283,143

(*１)「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*２) 市場価格のない株式等は、(1)投資有価証券、(2)関係会社株式には含まれておりません。当該金融商品の

貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

区分 2024年７月31日

非上場株式 128,400

（注）１.金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

投資有価証券

その他有価証券のうち満期
のあるもの
債券（社債） ― 50,000 250,000 600,000

合計 ― 50,000 250,000 600,000

(*１)「現金及び預金」、「売掛金」は、主に１年以内に償還される予定のため、記載を省略しております。
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３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

・レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

・レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価

・レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2023年７月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 348,920 ― ― 348,920

債券 ― 814,867 ― 814,867

関係会社株式 668,093 ― ― 668,093

資産計 1,017,013 814,867 ― 1,831,880

当事業年度（2024年７月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 301,920 ― ― 301,920

債券 ― 797,664 ― 797,664

関係会社株式 598,929 ― ― 598,929

資産計 900,849 797,664 ― 1,698,513
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（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2023年７月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

関係会社株式 599,760 ― ― 599,760

資産計 599,760 ― ― 599,760

当事業年度（2024年７月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

関係会社株式 531,552 ― ― 531,552

資産計 531,552 ― ― 531,552

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券・関係会社株式

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場にお

ける相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１ 子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（2023年７月31日）

区分
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

関連会社株式 248,408 599,760 351,351

計 248,408 599,760 351,351

当事業年度（2024年７月31日）

区分
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

関連会社株式 248,408 531,552 283,143

計 248,408 531,552 283,143

２ その他有価証券

前事業年度（2023年７月31日）

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 1,017,013 57,498 959,515

債券 ― ― ―

小計 1,017,013 57,498 959,515

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 ― ― ―

債券 814,867 897,769 △82,901

小計 814,867 897,769 △82,901

合計 1,831,880 955,267 876,613



(株)プラネット(2391) 2024年７月期決算短信〔日本基準〕(非連結)

23

当事業年度（2024年７月31日）

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 900,849 57,498 843,351

債券 ― ― ―

小計 900,849 57,498 843,351

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 ― ― ―

債券 797,664 897,343 △99,679

小計 797,664 897,343 △99,679

合計 1,698,513 954,842 743,671

３ 事業年度中に償還したその他有価証券

前事業年度（自 2022年８月１日 至 2023年７月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自 2023年８月１日 至 2024年７月31日）

該当事項はありません。

４ 事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（自 2022年８月１日 至 2023年７月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自 2023年８月１日 至 2024年７月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(2023年７月31日)

当事業年度
(2024年７月31日)

繰延税金資産

未払事業税 6,595千円 5,315千円

賞与引当金 8,210千円 8,318千円

退職給付引当金 84,468千円 93,423千円

役員退職慰労引当金 78,328千円 59,631千円

投資有価証券評価損 36,273千円 5,673千円

資産除去債務 3,322千円 3,378千円

その他の投資評価損 2,753千円 ―千円

その他 11,772千円 17,761千円

繰延税金資産小計 231,724千円 193,503千円

評価性引当額 ― △8,631千円

繰延税金資産合計 231,724千円 184,871千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △265,850千円 △225,170千円

資産除去債務 △343千円 △274千円

繰延税金負債合計 △266,194千円 △225,445千円

繰延税金資産の純額 ―千円 ―千円

繰延税金負債の純額 △34,470千円 △40,574千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度
(2023年７月31日)

当事業年度
(2024年７月31日)

法定実効税率 30.6％ 30.6％

(調整)

交際費等の永久差異 0.5％ 0.5％

役員賞与引当金 1.7％ 1.4％

住民税均等割額 0.1％ 0.1％

評価性引当額の増減 ― 1.2％

税額控除 △0.2％ △0.1％

その他 △0.2％ △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

32.5％ 33.7％

(資産除去債務関係)

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

(収益認識関係)

１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社の主たる事業であるＥＤＩサービスにおいて収益及びキャッシュ・フローの性質・計上時期等に関する重要

な相違はありません。

よって開示の重要性が乏しいため、顧客との契約から生じる収益を分解した情報の記載は省略しております。

２ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針）４.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

す。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、報告セグメントが単一となっており、区分すべき事業セグメントが存在しないため、記載を省略しており

ます。

【関連情報】

前事業年度(自 2022年８月１日 至 2023年７月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

当社のサービスは、その種類や性質、販売市場等の類似性に基づく同種・同系列のグループが単一となってお

り、区分すべき製品・サービス区分が存在しないため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

当社は、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

当事業年度(自 2023年８月１日 至 2024年７月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

当社のサービスは、その種類や性質、販売市場等の類似性に基づく同種・同系列のグループが単一となってお

り、区分すべき製品・サービス区分が存在しないため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

当社は、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

前事業年度
(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

関連会社に対する投資の金額 248,408千円 248,408千円

持分法を適用した場合の投資の
金額

241,448千円 257,917千円

持分法を適用した場合の投資利益
又は投資損失（△）の金額

8,530千円 14,693千円

※損益等からみて重要性の乏しい関連会社については、除外してこれらの金額を算出しております。

(関連当事者情報)

１ 関連当事者との取引

前事業年度(自 2022年８月１日 至 2023年７月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他
の関係
会社

㈱インテック
富山県
富山市

20,830
情報・通信
業

(被所有)
直接15.63

ネットワー
クの運用監
視業務の委
託及びシス
テム開発
役員の兼務
１名

ネットワーク
の運用監視業
務の委託
(注１)

804,224 買掛金 148,335

システム開発
(注１)

354,759 未払金 25,003

その他
の関係
会社

ライオン㈱
東京都
台東区

34,433
日用品
製造販売業

(被所有)
直接15.63

通信処理サ
ービス等の
提供
役員の兼任
１名

通信処理サー
ビス等の提供
(注１)

198,404 売掛金 36,216

(注) １ 取引条件については、市場動向等を勘案して一般取引条件を参考にして決定しております。

２ ㈱インテックの議決権被所有割合の直接には、退職給付信託口を含んでおります。

当事業年度(自 2023年８月１日 至 2024年７月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他
の関係
会社

㈱インテック
富山県
富山市

20,830
情報・通信
業

(被所有)
直接15.63

ネットワー
クの運用監
視業務の委
託及びシス
テム開発
役員の兼務
１名

ネットワーク
の運用監視業
務の委託
(注１)

857,367 買掛金 153,880

システム開発
(注１)

428,746 未払金 195,257

その他
の関係
会社

ライオン㈱
東京都
台東区

34,433
日用品
製造販売業

(被所有)
直接15.63

通信処理サ
ービス等の
提供
役員の兼任
１名

通信処理サー
ビス等の提供
(注１)

195,646 売掛金 35,950

(注) １ 取引条件については、市場動向等を勘案して一般取引条件を参考にして決定しております。

２ ㈱インテックの議決権被所有割合の直接には、退職給付信託口を含んでおります。
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(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

１株当たり純資産額 806円14銭 818円31銭

１株当たり当期純利益金額 66円72銭 69円09銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(2023年７月31日)
当事業年度

(2024年７月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 5,345,435 5,426,031

普通株式に係る純資産額(千円) 5,345,435 5,426,031

貸借対照表の純資産の部の合計額と

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式に係る事業年度末の純資産額と

の差額(千円)

― ―

普通株式の発行済株式数(株) 6,632,800 6,632,800

普通株式の自己株式数(株) 1,916 2,009

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（株）
6,630,884 6,630,791

３ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2022年８月１日
至 2023年７月31日)

当事業年度
(自 2023年８月１日
至 2024年７月31日)

１株当たり当期純利益金額

損益計算書上の当期純利益(千円) 442,423 458,101

普通株式に係る当期純利益(千円) 442,423 458,101

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,630,884 6,630,820

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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４．その他

（１）役員の異動（2024年10月24日付）
2024年9月13日開催の取締役会において、同年10月24日開催予定の第39回定時株主総会で、次のとおり

選任、退任等を行うことを内定しましたので、お知らせいたします。

① 代表取締役の異動

2024年8月26日開示の「代表取締役および役員の異動に関するお知らせ」をご参照ください。

② その他の役員の異動

取締役（2024年10月24日付）

氏 名 新役職 旧役職

新任 竹森 征之 取締役（社外） －

※現取締役（社外）の掬川正純氏は、任期満了により退任する予定です。
取締役(社外)の竹森氏は、ライオン株式会社の代表取締役兼社長執行役員を兼務しております。

以上の異動を含め、2024年10月24日以降の新経営体制は、以下のとおりとなります。

取締役（監査等委員含む） 執行役員

代表取締役社長 坂田 政一 執行役員社長 坂田 政一

代表取締役副社長 松本 俊男 執行役員副社長事業推進管轄役員 松本 俊男

取締役 川村 渉 執行役員 経営管理管轄役員 川村 渉

取締役（社外） 竹森 征之
執行役員

法務・コンプライアンス室長 滝山 重治

取締役（社外） 北岡 隆之
執行役員

セールス＆サポート推進ユニット長 上原 英智

取締役（社外） 吉松 徹郎
執行役員

マーケティング＆イノベーションユニット長 今村 佳嗣

取締役（社外） 高野 綾子

取締役常勤監査等委員 山本 浩

取締役監査等委員（社外） 岩成 真一

取締役監査等委員（社外） 鎌田 竜彦

補欠取締役

監査役等委員（社外） 藤田 裕


